平成１９年 １１月 ３０日
都市計画法開発許可制度便覧改訂に伴う
亘理町開発指導要綱の内容の一部変更について
　日頃、本町行政についてご理解とご協力を賜わり厚く御礼申し上げます。
  さて、平成１９年１１月３０日の都市計画法改正に伴い、「都市計画法開発許可制度便覧」（財団法人宮城県建築住宅センター発行）が改訂されました。
　つきましては、当便覧との整合性を図るため、亘理町開発指導要綱の内容についても下記のとおり変更となりますので、よろしくお願い申し上げます。
記
○変更箇所
　
　亘理町開発指導要綱
　第１章　総則
　　 第２条（用語の定義）
	
	変更前
（６）公益施設
　　公益施設とは、駅舎その他の鉄道の施設、社会福祉施設、医療
　施設、学校教育法による学校（大学、専修学校及び各種学校を除
　く）、公民館、変電所等都市計画法第２９条第１項第３号で定める
　施設。その他都市計画法施行令第２１条で定める建築物をいう。
	

	
	変更後
（６）公益施設
　　公益施設とは、駅舎その他の鉄道の施設、公民館、変電所等都
　市計画法第２９条第１項第３号で定める施設。その他都市計画法
　施行令第２１条で定める建築物をいう。
	


     第４条（適用除外）
	
	変更前
（２）　公益的法人が行う開発事業で町長が特に認めるもの。
（３）　農業、林業又は漁業の生産活動上必要な開発事業。ただし、
　　　畜産業を営むための開発事業を除く。
	

	
	変更後
（２）　農業、林業又は漁業の生産活動上必要な開発事業。ただし、
　　　畜産業を営むための開発事業を除く。
【（３）は削　　除】
	


　
亘理町開発指導技術基準
　９　防災工事
　　（１）防災計画
	
	変更前
　ア　開発区域内の土地が、地盤の軟弱な土地、がけ崩れ又は出水
　　のおそれが多い土地その他これらに類する土地であるときは、
　　地盤の改良、擁壁の設置等安全上必要な措置が講ぜられている
　　ように設計が定められていること。
	

	
	変更後
　ア　開発区域内の土地が、地盤の軟弱な土地、がけ崩れ又は出水
　　のおそれが多い土地その他これらに類する土地であるときは、
　　地盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置
　　が講ぜられているように設計が定められていること。
	


	
	変更前
　エ　切土をする場合において、切土をした後の地盤にすべりやす
　　い土質の層があるときは、その地盤にすべりが生じないように、
　　くい打ち、土の置換えその他の措置が講ぜられていること。
	

	
	変更後
　エ　切土をする場合において、切土をした後の地盤にすべりやす
　　い土質の層があるときは、その地盤にすべりが生じないように、
　　地すべり抑止ぐい又は、グラウンドアンカーその他の土留の設
　　置、土の置換えその他の措置が講ぜられていること。
	


	
	変更前
　オ　盛土をする場合には、盛土に雨水その他の地表水の浸透によ
　　るゆるみ、沈下又は崩壊が生じないように、締固めその他の措
　　置が講ぜられていること。
	

	
	変更後
　オ　盛土をする場合には、盛土に雨水その他の地表水又は地下水
　　の浸透によるゆるみ、沈下、崩壊又はすべりが生じないように、
　　おおむね３０ｃｍ以下の厚さの層に分けて土を盛り、かつ、そ
　　の層の土を盛るごとに、これをローラーその他これに類する建
　　設機械を用いて締固めるとともに、必要に応じて地すべり抑止
　　ぐい等の設置その他の措置が講ぜられていること。
	


　　
（３）擁壁の設計・施工上の留意事項等
	
	変更前
　イ　開発行為によって生ずるがけのがけ面を覆う擁壁で高さが２
　　ｍを超えるものについては、建築基準法施行令（昭和２５年政
　　令第３３８号第１４２条（同令第７章の５の準用に関する部分
　　を除く。）の規定を準用する。
	

	
	
	

	
	
	

	
	変更後
　イ　開発行為によって生ずるがけのがけ面を覆う擁壁で高さが２
　　ｍを超えるものについては、建築基準法施行令（昭和２５年政
　　令第３３８号第１４２条（同令第７章の８の準用に関する部分
　　を除く。）の規定を準用する。
	


　　
○追加項目
　亘理町開発指導技術基準
　９　防災工事
　　（１）防災計画
	
	　ク　切土又は盛土をする場合において、地下水によりがけ崩れ又
　　は土砂の流出が生じるおそれがあるときは、開発区域内の地下
　　水を有効かつ適切に排出することができるように、都市計画法

施行規則で定める排水施設が設置されていること。
	


